
介護保険制度下のホームヘルプサービス事業

は じ め に

佐 藤 卓 利

介護保険制度の実施にと

大きな変容を遂げた。それ

任体制により，その事業は

会福祉法人等に委託される

サービスとしてその量（利

の規定によりその内容も定

もなって高齢者へのホームヘ

以前の措置制度においては，

基礎自治体である市町村が直

かであった。いずれにせよ，

用者数，提供時間数）が決めら

められていた
）
。費用負担は，

ルプサービス事業は，

サービス提供の公的責

接行うか，あるいは社

年間予算の枠内で福祉

れ，また老人福祉法等

所得にもとづく段階的

な利用者負担はあったが，

大半は税金によって賄われ

介護保険制度の下では，

は，「やむを得ない理由によ

に限られ，例外的なものと

サービス事業者について

その利用者が低所得世帯に片

ていた。

それまでの老人福祉法による

り」介護保険によるサービ

なった。

は「指定居宅サービス事業者

寄っていたこともあり

ホームヘルプサービス

スが利用できない場合

」の指定を受ければ，

株式会社等の営利企業の参

険のような現物給付ではな

枠をはめられた中での現金

れにより保険に加入してい

（介護保険では訪問介護という

（ ）

入も可能となった。介護保険

く，要介護認定，利用限度額

給付であり，かかった費用の

る要介護者は，事業者からホ

）を契約にもとづき購入する

からの給付は，医療保

，ケアプラン作成等の

９割が給付される。こ

ームヘルプサービス

仕組みが作られた。事



業者に支払われる

のタイプに区分さ

円に設定された。

立命館経済学（特別

訪問介護の報酬は，「身体介

れ，それぞれ 分以上１時間

号）

護」「家事援助」「複合」の３

未満で， 円， 円，

つ

介護保険制度は

われるが，それは

計画による３年ご

額の決定，公定価

が，訪問介護の需

険制度は，訪問介

護サービスをも包

，ホームヘルプサービス事業

完全な市場ではない。市町村

との需要予測と供給計画，そ

格としての介護報酬単価の設

要と供給の大枠を管理するシ

護のみならず通所介護等の居

含するものであり，以上の性

の分野に市場を作り出したと

ごとに作成される介護保険事

れにもとづく保険料と租税負

定などにより，国と地方自治

ステムである。もちろん介護

宅介護サービス，さらに施設

格はこれらのサービスにも共

言

業

担

体

保

介

通

する。今後さらに

ービスの市場化の

側面においては公

用については私的

える。いわゆる

ここでは，介護

プサービス事業の

，施設経営への株式会社の参

進展が危惧されるところであ

的（官僚的）管理を維持しつ

な当事者間の責任に委ねると

「疑似市場（ ）」が

保険制度が３年目に入った

状況を，インターネット上で

入も予想されるなかで
）
，介護

るが，こうした事態は，財政

つ，サービス提供およびその

いう仕組みが作り出されたと

作られたと見るべきであろう

現在（ 年８月）のホームヘ

公開されている厚生労働省の

サ

的

利

い
）
。

ル

資

料等にもとづき整

保険制度下のホー

理し，さらに民間研究機関に

ムヘルプ労働の問題点につい

１ ホームヘルプサービ

よる調査研究に依拠して，介

て考察したい。

ス事業の現況

護

利用者数・

年６月４日

働省より提出され

３月末現在のサー

の第１号被保険者

（ ）

事業者数ともに増大

に開催された「全国介護保険

た資料「介護保険制度の実施

ビス利用者の全国状況を示し

数は 万人，そのうち要

担当課長会議」において厚生

状況と今後の課題」は，

ている。それによれば 歳以

支援・要介護認定者数は 万

労

年

上

人



介護保険制度

図１ 居宅サービ

下のホームヘルプサービス事業（

ス受給者数および施設サービス受

佐藤）

給数の推移

（出所）「全国介護保険担当課長会議資

（ ％）であり，そのなか

（支援）サービス受給者数が

の比率はおよそ７対３とな

ービス受給者数」は施設整

給者数」は着実に増え続け

料」（平成 年６月４日）

でサービスを実際に利用して

万人，施設介護サービス

っている。介護保険制度が始

備の抑制によって伸び悩む一

ている（図１参照）。

いる人数は，居宅介護

受給者数が 万人，そ

まって以来，「施設サ

方，「居宅サービス受

ところが給付費の内訳で

在宅サービス 億円に対

分），その比率は４対６に逆

宅サービスが件数を増やし

も見えるが，実際は施設の

介護者数が増えているとい

は，国民健康保険団体連合会

して施設サービス 億円

転している。施設サービスに

，介護サービスの「在宅化が

絶対的不足状況のなかで，入

うが実状である。

の支払状況を見ると，

で（いずれも 年３月

比べコストの安い在

進展」しているように

所を希望する在宅の要

在宅サービスのなかで，

在宅サービス利用者総数に

照）。介護保険制度実施前の

それが 年 月には 万

に 万回から 万回へ

（ ）

もっとも利用率の高いサービ

対する訪問介護利用者数は，

年度全国ベースの月平均

回へ ％増加した。ちなみ

％増である。利用回数の増大

スが訪問介護である。

％である（図２参

利用回数は 万回で，

に通所介護は，同期間

に対応して「指定居宅



図２ 在宅サービ

立命館経済学（特別

ス種類別利用率（各サービスの利

号）

用者数／在宅サービス利用者総数）

（出所） 図１と同じ。

サービス事業者」

年４月に

％増大した（

非営利法人

訪問介護サービ

による訪問介護サービス事業

件であったものが，２年

掲載ベース）。

の苦境と営利法人の立ち直り

スの実施主体を法人別に分類

所も増えた。介護保険開始時

度の 年４月には 件へ

し，その数を 年９月と

の

と

年

法人種別 社会福
祉法人
（社協
以外）

社
祉
（

年９月現在の

４月の２時点で比

者であった社会福

表１ 訪問介護サービス事業の

会福
法人
社協）

医療
法人

民法
法人

（社団・
財団）

営利
法人

非営利
法人
（ ）

農 協 生

較したのが表１である。措置

祉協議会と地方公共団体が数

指定件数の変化

地方公共団体協 左記
以外
の法人 都道

府県
市町村 広域連

合・一
組等

小計

非法人

制度の下で主たるサービス提

を減らしている一方で，営利

合計

供

法

指定件数

年４月現在の
指定件数

（出所） 全国介護保険

（ ）

－

担当課長会議資料（平成 年９月 日およ

－ － － －

び平成 年６月４日）より作成。



介護保険制度

人の増加が著しい。この間

が，コムスンやニチイ学館

ス需要の見込み違いから一

下のホームヘルプサービス事業（

に 件の増加である。この

などの民間大手が，介護保険

時縮小した全国展開を，重点

佐藤）

表からは判別できない

制度実施直後のサービ

地域を絞り込んで再度

立て直しつつあるようにも

た非営利法人（ ），農協

法人に比べると少ない。

訪問介護サービス事業の

た旧来のサービス提供機関

向が強まるように思われる

とんどが特別養護老人ホームの

見える。また介護保険制度実

，生協の絶対数および増加

全国状況を見ると，市町村や

の撤退が見られ，営利法人と

。また社会福祉協議会以外の

経営主体であった）と医療法

施以前に期待されてい

数は，営利法人や医療

社会福祉協議会といっ

の競争によってその傾

社会福祉法人（そのほ

人が，施設サービスと

のセットで事業展開を進め

などは苦しい事業経営を余

れるところである。

全国的な介護事業経営に

表した「介護事業経営概況

る。この調査は，今秋実施

プル数が少ないが
）
，来年４

つつあるように見える。施設

儀なくされていると言えよう

ついては，今のところ厚生労

調査結果」から，おおよその

予定の「介護事業経営実態調

月実施予定の「介護報酬改定

を持たない非営利法人

。今後の動きが注目さ

働省が 年４月に公

状況を知ることができ

査」のプレ調査でサン

」のための参考資料と

位置づけられている。

「概況調査結果」の全体状

イプいずれも黒字，在宅サ

る。訪問介護は補助金を含

率はマイナス ％。補助金

である。「概況調査結果」で

況は，表２に示されている

ービスは訪問介護と居宅介護

まなければ１事業所当たり９

を含めれば４千円の赤字，マ

は訪問介護について経営主

。施設サービスは３タ

支援が赤字となってい

万９千円の赤字，損益

イナス ％の損益率

体別・実利用者数階級

別・家事援助比率階級別に

（表３）。地方公共団体のマイ

原因は給与費が介護事業

％）。社会福祉協議会と

字幅の縮小，あるいはわず

（ ）

分析しているが，ここでは経

ナスの損益率が大きいこと

収益を上回っていることに

社協以外の社会福祉法人が

かに黒字となっている。医療

営主体別の状況を見る

が目につく。その主な

ある（介護事業収益の

，補助金収入により赤

法人と営利法人では，



施設・事業所

立命館経済学（特別

表２ 介護保険施設・事業所

数 損益

号）

の収支状況
（単位

率（％） 損益 率（％

千円）

）

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護ステーショ

通所介護

通所リハビリテーシ

短期入所生活介護

（病院）

－

ン

ョン

－ － －

おおよそ給与費率

が目立つ。なおそ

痴呆対応型共同生活

有料老人ホーム（施設

居宅介護支援

（出所）「介護事業経営
（注） 損益 は補助金

の差が損益率の差となってい

の他については明示されてい

介護

全体）

－

概況調査結果」平成 年４月 日，厚生労動
を含まない収益ベースで計算したもの。損益

る。営利法人は給与費率の低

ないが，民法法人（社団・財

－ － －

省老健局，より作成。
は補助金を含む収益ベースで計算したも

さ

団）

の。

・非営利法人（

が営利法人と並ん

登録ヘルパーやパ

この調査結果か

と社会福祉法人へ

は批判されるであ

・農協・生協）が含まれて

で低いのは，おそらくこれら

ートヘルパーが事業の主力と

ら，地方公共団体の給与費率

補助金が支出されていること

ろう。しかし注意しなければ

いると思われる。その給与比

の団体では，労働コストの安

なっているためと推測する。

の高さや，また社会福祉協議

が，自由競争を求める立場か

ならないことは，この調査か

率

い

会

ら

ら

は経営主体によっ

何も分からないと

旧来の措置制度か

の他のタイプより

うなケースを避け

（ ）

て，訪問介護サービスの内容

いうことである。おそらくこ

ら引き継いだ「困難ケース

も多いであろう。事業の収益

たいところであるが，社会的

にどのような違いがあるのか

れら３つのタイプの経営主体

」「不採算ケース」が，新規参

性の観点からは，誰もがこの

に見れば誰かが受け持たねば

は，

は，

入

よ

な



表３

地方公共団体

介護保険制度

訪問介護の経営主体別損益

社会福祉
協議会

社会福祉法人
（社協以外）

医療法人

下のホームヘルプサービス事業（

（単位 千円）

営利法人 その他

佐藤）

介護
事業収
益

介護料収益 ％

保険外の利
用料収益

％

補助金収入
（社会福祉
法人のみ）

％

国庫補助金
等特別積立
金取崩額

％

介護報酬査
定減

－ － ％

介護
事業費
用

給与費 ％

減価償却費 ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

－ ％ ％ － －

％ ％

％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ － － ％

％ ％ ％

％ ％ ％

うち建物及
び建物付属
設備減価償
却費

％

その他 ％

うち委託費 ％

介護
事業外
収益

借入金利息
補助金収入

％

介護
事業外
費用

借入金利息 ％

特別
損失

会計区分外
繰 入 金 支

％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

出 本部費
繰入（役員
報酬等）

補助金を含まない収益
ベース

収益 （ ＝ － － ） ％

費用 （ ＝ － ＋
＋ ）

％

損益 （ ＝ － ） － － ％

補助金を含む収益ベース

収益 （ ＝ － ＋ ） ％

損益 （ ＝ － ） － － ％

％ ％

％ ％

－ － ％ － － ％ － －

％ ％

％ － － ％ － －

％ ％ ％

％ ％ ％

％ － － ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

１事業所あたり実利用者数

事業所数

（出所） 厚生労働省『介護事業経営概況調査結果』（平成 年４月 日）より引用

（ ）

。



らない。自由競争

者が利用者を選ぶ

ービスの質の向上

立命館経済学（特別

は，利用者が事業者を選ぶこ

自由も保証する。自由競争が

をもたらすとは単純に言えな

号）

とを可能にするが，他方で事

，効率の追求，コスト低下と

い問題が存在している。

業

サ

ここでは財団法

をまとめた『介護

月）をもとに介護

２ ホームヘルプ労

人介護労働安定センターが，

労働者の労働環境改善に関す

保険制度下のホームヘルプ労

働の問題

年 月に実施した実態調

る調査研究報告書』（平成

働の問題について考えたい。

査

年

こ

の調査は介護労働

同センターが実施

査」）からなる。

後者は，調査書の

調査対象に

「事業所調査」

分野の事業主を対象とした実

した講習の修了者を対象に

前者は，調査書の配布数

配布数 ，回収数 ，

ついての留意点

において回答のあった 事

態調査（以下，「事業所調査」）

した労働者調査（以下，「労働

，回収数 ，回収率

回数率 ％であった。

業所の法人は，社会福祉法人

と，

者調

％，

が

もっとも多く

で提供するサービ

がもっとも多く

活介護 ％と続

老人ホーム）

療養型医療施設

に少ない。

％，次いで民間企業 ％，

スの種類（複数回答）は，居

％，次いで訪問介護 ％

くが，施設サービスについ

％がもっとも多く，介護老人

（介護力休暇病院など）の割合は

医療法人 ％である。事業

宅介護支援（ケアプランの作

，通所介護 ％，短期入所

ては介護老人福祉施設（特別

保健施設（老人保健施設）と介

，それぞれ ％と ％で非

所

成）

生

養護

護

常

ここで注意しな

べてがホームヘル

である。資格（職

れば，ホームヘル

（ ）

ければならないことは，この

パーではなく，施設内で働く

種）別労働者数の内訳は，表

パーは全体の ％にすぎな

調査においては介護労働者の

介護職員も含まれるというこ

４に示されているが，これに

い。雇用形態別労働者数の内

す

と

よ

訳



表４ 資

資格（職種）

全体

介護保険制度

格（職種）別労働者数（複数回

件数（人） 割

下のホームヘルプサービス事業（

答）

合（％）

―

佐藤）

ホームヘルパー１級

ホームヘルパー２級

ホームヘルパー３級

ケアマネージャー

医師

看護職員

社会福祉士

介護福祉士

理学療法士

作業療法士

サービス提供責任者

その他の資格

内）ホームヘルパー

無回答

（注） 上記の表において「
ー２級，ホームヘルパ

（出所） 財団法人介護労動
書』（平成 年 月）

内）ホームヘルパー」とは，ホームヘルパ
ー３級の労働者数の合計値を示す。
安定センター『介護労動者の労働環境改善
５ページ。

ー１級，ホームヘルパ

に関する調査研究報告

雇用形態

全体
正社員

非正社員

常勤労働者
短時間労働者

表５ 雇用形態別労働者数

労働者数（人） 割合（％）

非常勤労働者

登録ヘルパー

無回答

（出所） 表４と同じ，６ページ。

（ ）



を示すのが表５で

が 時間以上の労

間未満の労働者，

立命館経済学（特別

ある。この調査では，「常勤

働者，「短時間労働者」とは

「非常勤労働者」とは週の労

号）

労働者」とは週の所定労働時

週の労働時間が 時間以上

働時間が 時間未満の労働者

間

時

と

定義されている。

は，自己の都合の

らのニーズがある

正社員の割合が

福祉法人であり，

サンプルの偏りが

主力をなす登録ヘ

「登録ヘルパー」については

良い時間帯を事業者に登録し

場合，労働するヘルパーであ

％と多いが，これはおそ

さらに３分の２が特別養護老

影響していると考えられる。

ルパーが，この調査では

，特段の言及はないが一般的

ておき，その時間帯に利用者

る。

らく回答事業所の約半数が社

人ホームを経営しているとい

そのことは，訪問介護事業で

％という少ないことにも反映

に

か

会

う，

は

し

ている。この点を

男女別内訳は，男

ー的に著しい偏り

雇用日数・

従業員の雇用形

の常勤労働者」の

留意しておかなければならな

％，女 ％，不明

がある。

就労時間について

態別就労日数・就労時間を

月間 動時間数は，前者

い。なお事業所に働く労働者

％で，介護労働分野はジェン

見ると，「正社員」と「非正社

時間，後者 時間と大差が

の

ダ

員

な

い。また「短時間

数は，一般のパー

「非正社員の常勤

や待遇面での格差

調査」の自由記入

じであるが，給料

と同じ内容の仕事

労働者」，「非常勤労働者」，

トタイマー 時間よりも

労働者」には正社員と同じ内

について不満があることを推

欄で，「嘱託職員でも正規職

，ボーナスは全く異なるのは

をこなしているので，待遇の

「登録ヘルパー」の月間 動時

少ない（図３）。こうした状況

容の仕事をしていながら，賃

測させる。そのことは「労働

員でも仕事の内容はまったく

なぜか」，「勤務時間内は正社

改善，保障が必要ではないか

間

は，

金

者

同

員

」

といった声から，

また「登録ヘル

について，次のよ

なくなるため，次

（ ）

ある程度裏付けられる。

パー」などからは，一般のパ

うな声が上がっている。「利

の依頼があるかどうかや条件

ートタイマーより不安定な状

用者の依頼がなくなれば仕事

が合うかなど不安なことが多

況

が

く



介護保険制度

図３ 雇

下のホームヘルプサービス事業（

用形態別の月間 動時間数（推

佐藤）

計）

（注） 一般のパートタイマーは「賃金構造基本統計調査」（平成 年実施）の企業規模 人以上のサービス業女性
労働者より引用した。その他の数
数の推計値は，月間所定就労日数

（出所） 表４と同じ， ページ。

精神的にも不安定である」

月間に１日も休みが取れな

収入が不安定である
）
」。

賃金について

値は介護労働実態調査の事業所調査結果の
と１日の所定就労時間数を乗じて算出した。

「労働時間が不規則であるの

い時もあれば，１ ２ヶ月も

ものである。なお，月間 動時間

は仕方がないが，１ヶ

依頼のない時もあり，

雇用形態

常勤労働者

介護労働者の平均所定賃

タイマーより高い（表６）。

働時間が短いため月収換算

表６ 時間給の比較

平均所定賃金額
（時間給）

円

金額の１時間当たり賃金（時

しかし先に見たように，常勤

すると一般パートタイマーよ

間給）は，一般パート

以外の非正社員は労

りも，収入額がダウン

短時間労働

非常勤労働

登録ヘルパ

一般のパー

（出所） 表

（ ）

者 円

者 円

ー 円

トタイマー 円

４と同じ， ページ。



立命館経済学（特別

図４ 雇用形態別賃金月

号）

収換算額

（出所） 一般のパートタイマーは「賃金構造基本統計調査」（平成 年実施）の企業規模 人以上のサービス業の
女性労働者より
の所定就労時間

（出所） 表４と同じ，

する（図４）。

訪問介護の３つ

パーの時間給を設

ホームヘルパーの

推測される。時間

引用した。その他の数値は介護労働実態調査
数を乗じて推計した。
ページ。

の型「身体介護」「複合」「家

定している事業所は，調査対

時間給を型にかかわらず一本

給を区分した場合でも，表７

の事業所調査結果より月間所定就労日数と

事援助」に対応してホームヘ

象 ％である。逆に見れば

にしている事業所も半数ある

に示されるように，各型の時

１日

ル

，

と

間

給は 円，

「家事援助」（単価

で補うため，時間

サービス

身体介護

円， 円で，介

円）では採算割れする部

給を低位平準化せざるを得な

表７ ホームヘルパーのサービ

型 事業所数
平均賃金額
（時間給）

円

護報酬単価に比べ格差が小さ

分を，「身体介護」（単価

い事業所の苦労がうかがえる

ス型別時間給

介護報酬
（ 分以上 １時間未満）

円

い。

円）

。

複合型

家事援助

（

「事業所調査」

しており，さらに

（ ）

円

円

出所） 表４と同じ， ページ。

に回答した事業所の中で，訪

時間給の労働者を抱えてい

円

円

問介護等の在宅サービスを実

る 事業所に再度，電話によ

施

る



表８ 資

月給

介護保険制度

格（職種）別平均所定賃金（詳

（人） 平

日給 時間給 全体（月） 月給

下のホームヘルプサービス事業（

細）

均所定賃金額（円）

日給 時間給 全体（月）

佐藤）

全体 計

男

女

不明

ホームヘルパー１級

ホームヘルパー２級

ホームヘルパー３級

ケアマネージャー

医師

看護職員

社会福祉士

介護福祉士

理学療法士

作業療法士

サービス提供責任者

その他の資格

無回答

注１） 上記の表において全体（月）と
算（日給・時間給のみ）した値の

注２） 集計上，全体（月）の回答数と
（出所） 表４と同じ， ページ。

移動時間の調査を行った結

る」と答えた事業所は，

いないが何らかの措置を講

は，個々の労働者の平均所定賃金に労働時
平均値を指す。
月給，日給，時間給の合計回答数は一致し

果，「移動時間は労働時間と

件・ ％にすぎない。他は

じている」 件・ ％，「

間または就労日数を乗じて月収換

ない。

して賃金を支払ってい

「移動時間は考慮して

移動時間は考慮してい

ない」 件・ ％であっ

「交通費の実費あるいは一部

し，『報告書』は，「移動時

労働基準法により，拘束時

れるべきである」。「（このよ

（ ）

た。「講じている措置」とし

の支給」で， 件であった

間，書類作成時間，待機時間

間である限り労働時間として

うな）拘束時間は，利用者に

てもっとも多いのは，

。こうした実態にたい

等の非サービス時間は，

取り扱い賃金が支払わ

とっては非サービス時



間ではあるが，基

が介護報酬に適切

あると思う。

立命館経済学（特別

本的には労働時間として取り

に反映されるべきである」と

号）

扱われるべきであり，その実

指摘している
）
。真っ当な指摘

態

で

ホーム

表９ ホームヘルパーの年代別

ヘルパー 計 歳末満

歳代

歳代

歳代

歳代

平均所定賃金

平均所定賃金額（円）

時間給 全体（月）

登録ホ

歳代

歳以上

ームヘルパー 計 歳末満

歳代

歳代

歳代

歳代

歳代

注 ）

注１） 上記の表におい
サービスを行う

注２） 上記の表におい
注３）「登録ホームヘ

対する回答数が
（出所） 表４と同じ，

資格（職種）別

比して賃金額が低

歳以上

て「ホームヘルパー」とは，正社員・非正
労働者を指す。
て時間給とは，賃金支払い形態が時間給の
ルパー」の 歳未満の平均所定賃金額（全体
少なくかつその額が大きいためである。
ページ。

平均所定賃金（表８）を見る

いことが分かる。ホームヘル

社員のうち資格の有無にかかわらずホームヘ

労働者の平均所定賃金を指す。
）の額が大きい理由は， 歳未満の当該設

と，ホームヘルパーは他職種

パー１級は，月給が多いが，

ルプ

問に

に

２

級・３級は時間給

（表９）を見ると

額で見ると 歳代

家計を維持するに

性の進出を阻む大

（ ）

が多くなっている。ホーム

，時間給では年齢が上がって

・ 歳代で約 万７千円であ

は極めて不十分であり，この

きな壁となっている。この調

ヘルパーの年代別平均所定賃

も大きな増大はなく，月収換

る。この収入では世帯主とし

低賃金水準が，この職種への

査では，年齢別と性別のクロ

金

算

て

男

ス



介護保険制度

集計がなされていないが，

女性であろう。男性の場合

介護保険制度は，在宅サ

下のホームヘルプサービス事業（

おそらくホームヘルパーの主

， 歳以上の定年退職後の人

ービスを進めることを狙いと

佐藤）

体は 歳代の既婚

が多いと推測される。

しているが，これらの

人々を安価な労働力として

良い在宅サービスを保障す

ホームヘルパーの量的・質

短期間に「使い捨て」的に利

ることは困難である。介護保

的確保にあると言っても過言

お わ り に

用する仕方では，質の

険制度の成否の焦点は，

ではない。

介護保険制度が始まって

ス計画や保険料が実施され

れている。それは利用者数

険者が増え，さらに家族の

るためでもある。在宅サー

担がない在宅サービスが定

宅サービスの量的・質的充

，２年半が過ぎた。来年の４

る。多くの市町村では，保険

が増えたためばかりではなく

介護負担がない施設への入所

ビス志向の介護保険制度では

着するためには，まだまだ施

実が求められる。

月からは新たなサービ

料の引き上げが予想さ

，要介護度の高い被保

希望者が増え続けてい

あるが，家族の介護負

設の絶対数の拡大と在

しかし，そのためのコス

る。定率制の保険料は，低

半額を支払う雇用主には，

護の社会化」を進めたが，

働に支えられていたがゆえ

ることになった。これは介

トが，被保険者には保険料の

所得者には重い負担となる。

労働コストの負担増である。

そのことによって，家族の，

に隠されていた介護のコスト

護保険制度の「功績」といえ

値上げとして跳ねかえ

また雇用者の保険料の

介護保険制度は，「介

とりわけ女性の無償労

を，社会的に認識させ

る。介護問題が，経済

問題として議論される環境

問題が，階級間・階層間・

かにした。

） 旧老人福祉法では，

「市町村は，必要に応じ

（ ）

が作り出されたのである。そ

ジェンダー間の利害対立の焦

福祉の措置として第 条の４で

て，つぎの措置をとることがで

してそれはまた，介護

点でもあることを明ら

次のように定めていた。

きる。 歳以上の者であ



って身体又

き，政令で

護その他の

立命館経済学（特別

は精神上の障害があるために日常

定める基準に従い，その者の居宅

日常生活を営むのに必要な便宜で

号）

生活を営むのに支障があるもの

において入浴，排せつ，食事等

あって厚生省令で定めるものを

につ

の介

供与

し，又は当

体的なホー

業運営要綱

と， 家事

されていた

） 小泉首相

―経済活性

公表し，そ

ーム経営へ

該市町村以外の者に当該の便宜を

ムヘルプサービスの内容について

」が定められ，サービス・便宜の

に関すること， 相談，助言に関

。

の指示により設置された「総合規

化のために重点的に推進すべき規

の中で平成 年度中に検討・措置

の株式会社の新規参入を」を主張

供与することを委託すること」

は，「老人ホームヘルプサービ

内容として「 身体介護に関す

すること」が，それぞれ細かく

制改革会議」は，『中間とりま

制改革―』（平成 年７月 日

すべきこととして「特別養護老

している。

。具

ス事

るこ

規定

とめ

）を

人ホ

） 広井良典

改革や

後のわが国

市場」の導

の供給主体

会， 年

） 厚生労働

象となる施

氏によれば，「疑似市場（

コミュニティ・ケア改革の理論

における「福祉の市場化」論で焦

入の在り方であろうと，言われる

」，京極高宣・武川正吾編『高齢

，所収， ページ。

省老健局「介護事業経営概況調査

設・事業所を，地域区分，開設主

）」の考え方は，イギリ

的背景ともなったという。そし

点となるのは，実質的にこの「

。広井良典「医療・福祉のサー

社会の福祉サービス』東京大学

」（平成 年４月 日）は，調

体別に層化し，２分の１から

スの

て今

疑似

ビス

出版

査対

分の

１を無作為

） 財団法人

報告書』（平

） 同上，

抽出して客体を選んだ。

介護労働安定センター『介護労働

成 年 月）， ページ。

ページ。

者の労働環境改善に関する調査研究

（ ）




